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１．はじめに 

 低炭素型ライフスタイルを検討する際に，適切な交通手段の選択は有益な CO2 削減に結び付くポテンシャ

ルを有していると考えられる 1)．また，交通手段の選択は都市構造とも関係するため，今後の CO2削減に結び

付く都市環境の計画・管理を検討することが肝要である． 

 著者らは前報 2)においてすでに全国 49 都市を対象として生活者の交通による CO2排出量を推計し，公共交

通機関による間接 CO2排出の増加を踏まえても，人口密度が高い都市ほど交通に伴う CO2排出が少ないこと

を示した．ただし，その要因には高密度化による移動距離の短縮と，公共交通機関への移行の二通りが考えら

れるが，前報 2)ではこれらを区別できていない．実際には，実効性ある対策を検討する際には種々の要因の効

果を個別に把握していくことが不可欠である．そこで本研究では種々の統計データを用いて各種の都市条件

との関係を検討するとともに，人口密度から移動距離や交通に伴う CO2 排出量を推定するマクロ推定モデル

を構築し，前述した高密度化に伴う CO2削減の要因について考察を加えた． 

２．移動距離等の算出と人口密度の関係の解析 

 まず交通手段別に移動の単価と支払額から各々の移動距離を

算定した．ここでは簡便法として，家計調査に基づく鉄道等の公

共交通機関の料金やガソリン代の支出額と，小売物価統計調査等

の種々の統計資料に基づく運賃やガソリン価格，自動車の燃費等

から世帯あたり移動距離を算出した．  

 次に都市の密集度を表現する指標として可住地における人口

密度を選択し，自動車と公共交通を合わせた移動距離と可住地に

おける人口密度との関係を調べた（図-1）．この結果，若干の負の

相関が生じており，高密度化により移動距離が縮小する効果が読

み取れる．また，公共交通/自動車の利用の比率と可住地における

人口密度との関係について検討した（図-2）．この結果，人口密度

が高いほど公共交通利用率が高い傾向が明確に生じた．ただし本

研究において対象とした交通には都市間交通も含まれており，立

地条件が他と異なる那覇市は外れ値となった． 

３．マクロ推計モデル 

 次に移動距離の縮小の要因と公共交通機関への移行の要因を

分解するため，前述した移動距離の推定結果をからマクロ推計モ

デルを構築した．ここでは図-1および図-2に基づき，移動距離と

人口密度の関係，公共交通または自動車の利用率と人口密度の関

係のそれぞれの分布形を曲線近似し，人口密度による推定式を作

成した．この結果を各々の図中に示した．なお，図-2において外

 
図-1 可住地における人口密度と移動距離の

関係 
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図-2 可住地における人口密度と公共交通・

自動車利用率の関係 
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れ値であった那覇市は推定式作成の際には除外した． 

 この推定式と各都市の人口密度から，各都市の公共交通およ

び自動車の世帯あたりの移動距離を算出した（図-3）．この結果

から，やはり大都市では周辺の地方都市と比較し移動距離が短

いことや，公共交通の比率が高いことが読み取れる．図-1，図-

2 に示した移動距離では各都市に固有の種々の要因によるばら

つきが含まれていたが，図-3は全ての都市に均一の推定式を用

いており，人口密度のみを入れ替えて推定しているため，人口

密度の影響のみを抽出している．  

 次に前報で示した都市別 CO2排出量と，本研究により得た移

動距離から公共交通機関と自家用車の移動距離あたりのCO2排

出原単位を算出した．その上で，前述した推定式と CO2排出原

単位を用い，人口密度を変化させた場合の移動距離および CO2

排出量の変化を調べた（図-4）．この結果から，移動距離は公共

交通と自動車で相殺される効果が大きく，一方で CO2排出量は

人口密度の変化に伴う差が大きい．したがって，移動距離あた

り CO2 排出原単位の差異の影響が相対的に大きいことが分か

る．今後，モデルの推定精度の向上と同時に，各要因の感度解

析を行い，より確実な知見を得ていくことが重要である． 

４．まとめ 

 前報 2)で指摘した通り，人口密度が高い都市において交通に伴う CO2排出量が少ない要因として高密度化に

よる移動距離の縮小と，公共交通機関への移行の二つの要因が考えられる．このため，本研究では移動距離を

算定し，これらの二通りの要因の影響を個別に明確化した．本研究の結果には居住域のコンパクト化や交通の

効率化による CO2削減に貢献し得る有益な知見を含んでいると考えている． 
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図-3 マクロ推定式に基づく移動距離の算定結果（二人以上世帯） 
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図-4 可住地における人口密度と公共交通・自

動車利用率の関係 
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